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論文
クールノ寡占における内生的市場構造と最適環境政策＊
? ? ?
要約
本稿では，菅田 (2008)において展開された．一般的な関数形の下でのクールノ雰占
モデルで，需要関数等を特定化し，均衡解を明示的に導出する．そして．その最適環境
税（排出税）の分析に関する議論を再考する．本稿のモデルは Katsoulacosand Xepapadeas 
(1995, 1996)の線形需要関数を仮定するモデルを非線形需要関数へと拡張する形で分
析が行なわれる最初に．企業数が固定された短期クールノ＝ナッシュ均衡における最適
環境税率が限界環境損害を下回ることを示す．さらに，この最適税率は企業数に関して
増大的となることが証明される最後に．自由参入により成立するゼロ利潤条件から市
場構造（企業数）が内生的に決定される長期均衡では，最適税率が限界環境損害を上回
る可能性を広義凸の逆需要関数の下で示す．
キーワード：現境税：クールノ謀占；自由参入；内生的市場構造
経済学文献季報分類番号： 02-26 : 02-33 : 13-11 : 13-15 
1 . はじめに
寡占市場における環境税ないし排出税についての議論は，その最適税率が限界環境損害を
上回るかどうか，つまり，環境汚染の内部化の程度が過大 (over-internalization)であるか
どうかに焦点を合わせて行なわれる特に，同質財のクールノ寡占市場では， Katsoulacos
and Xepapadeas (1995, 1996) (以下， K&X)で解明されているように， (i)企業数が固定
された短期均衡と (ii)企業数ないし市場構造が自由参入によるゼロ利潤条件によって内生
＊ミクロ経済学の代表的邦文テキスト．例えば，奥野 (2008)では，フランスの数学者 Cournotの日本語
表記として． 「クー ルノー 」が用いられている． しかし，拙著，菅田 (2008)の刊行直後，橋本昭ー教授
（関西大学経済学部）より，経済学史学会では最近になって．この表記は「クールノ」に統一されたこと
をご教示いただいた．ここに記して感謝の意を述べたい．
t 関西大学経済学部准教授 E-mail: sugeta@ipcku.kansai-u.ac.jp 
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的に決定される長期均衡とでは，内部化の程度が大きく異なることが知られている l)• 本稿
の目的は，彼らの線形需要関数のモデルで尊かれた結果が，非線形性ないし凸性がパラメー
タ化された逆需要関数の下で，どの程度まで妥当なのかを検討することにある特に，長期
均衡において，最適環境税率が限界環境損害を上回る可能性があることを広義凸の逆需要関
数の下で証明する．
本稿では，菅田 (2008)において展開された，一般的な関数形の下での最適環境税の分析
に関して，需要・費用・汚染排出関数を特定化する．そして，明示的な均衡解を用いて，最
適排出税による環境汚染の内部化の程度が如何なる条件の下で過大 (over-internalization)
となるのか再考する．諸関数形を特定化することで，まず，短期均衡における最適環境税率
が企業数の増加関数であることが証明される．この結果は K& X (1995, 1996)のモデルを
線形の逆需要関数から非線形へと拡張したものである．次に，次善の意味で社会的に最適な
企業数の存在が示される．これは排出税率の関数として表現され，税率がゼロから限界環境
損害の水準まで変化する区間では．増大的となり．その後のある税率以上の区間では減少す
ることを証明する他方．自由参入による長期均衡企業数は税率の減少関数であることが確
認されるさらに．この長期均衡企業数が次善の社会的最適企業数と等しくなる税率の存在
が証明される．以上の結果を大いに利用すれば，長期均衡において社会的に最適な環境税率
は限界環境損害を上回る可能性が示されることになる．
本稿の構成は以下の通りである．第2節において，菅田(2008)のモデルで関数形を特定し，
均衡解を明示的な形で尊出する．そして，第3節は所与の環境税率の下で長期均衡における
企業数と次善の社会的最適企業数を比較し．長期均衡での最適税率が限界環境損害を上回る
可能性について， K& X (1995, 1996)の図解によるテクニックを用い，彼らの図を若干修
正した上で考察する．第4節では．本稿の分析で導かれた結果が総括される．
2. 特定の関数形を用いたモデル
n企業が同質財を生産する寡占市場を考える．この財の生産の過程では，環境汚染が発
生するとしょうここでの基本的枠組みは Katsoulacosand Xepapadeas (1995. 1996) (以下，
K & X)および菅田 (2008)のものと同一である．すべての企業は対称的であるとし，各企
業は固定費用F>Oを支払って市場に参入する．個別企業の産出疵を q, 汚染排出量を S
1) Simpson (1995)は．クールノ複占モデルに費用関数の非対称性を導入して最適排出税率の浮出を行なっ
ている．そこでは．複占企業が互いに十分に異なる費用条件を持つ場合．最適税率が限界環境損害を上回
ることが示されている． しかし．彼のモデルでは．企業数が固定された短期均衡のみが扱われている．
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で表わす．以下．自然数 iE{l,・・・,n}を各企業のインデックスとして採用する．
産業全体の総汚染排出最を S 三 E~=l 8iとすれば，環境汚染による損害は，環境損害関
数 D(S)で表される．各企業の汚染物質の排出量は関数 s= s(q,w)で与えられ， wは汚染
物質の排出載を削減するための支出額ないし努力水準を表す．政府は汚染排出量単位あたり
tの環境税ないし排出税を賦課する．つまり，企業あたりの税支払い額はtsとなる．
企業の生産技術は費用関数c= c(q,w)によって特徴づけることができる．当該の同質財
の価格を P で表し.Q 三 E~1Qi を総産出址とすれば市場を消算する価格 P は逆需要関
数p= p(Q)によって与えられる．以上から，企業と政府の目的関数が定式化される．企業
iはクールノ推測 (Cournotconjecture)に基づいて．自己の利潤
1r i = p (Q) Qi -c (Qi, wi) -F -ts (Qi, Wi) , i E { 1, ・ ・ , n}, (1) 
を最大化するように産出紙Qiと汚染削減のための支出額叫を選択する．また．政府の目的
関数である社会的厚生関数は以下のように表される．
Q 
V= f p(u)du- c(qi,wi)-D(S)-nF. 
゜ I: i=l (2) 政府は税率 tを操作することで社会的厚生 Vを最大化する 2) • 
菅田 (2008)において．一般的な関数形の下．短期および長期のナッシュ均衡解について
比較静学分析が行なわれた．本稿では，需要関数等の関数形を特定化することで明示的な均
衡解を導出し，分析をさらに推し進める．この目的のために，非線形性を維持しつつ，逆需
要関数を次のような形で特定化する．
p(Q)三 a-bQ 1 /.,, a, b, T/ > 0. (3) 
この関数形の注目すべき特徴はパラメータ nにある． まず， K& X (1995, 1996)による線
形需要の分析結果を複製するには.TJ = 1に設定すればよい．価格弾力性が一定の需要関数，
すなわちp=Qー1/eを生成するには. (3)において, a= 0, b =ー 1, および TJ= -£< 0の
ように設定すればよい．一般には， p'=(-l/71) bQl/71-lから， (3)が右下がりの需要曲線
となるには．切 >0が成立しなければならない．つまり， bとnは同じ符号を持つ必要が
ある． しかしながら，特に断らない限り， bおよびnをともに正のパラメータとして扱う．
また， p"= (1/r,2) (TJ -1) bQ1111-2により. p"言O⇔ n言1の関係が得られる． したがっ
2)政府がすべての iに対し直接．産出批 9iと汚染排出削減のための支出額 Wi, そして企業数nを選択可
能な場合．その最適解は最善 (first-best)解と呼ばれる．後ほど．政府が企業数nのみを選択できる状
況において．次善 (second-best)解の性質が分析される．
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て，このnを用いれば，需要関数の凸／凹性をパラメータ化することが可能となる さらに，
Seade (1980, 1985) において定義された需要曲線の傾きの弾力性€=ーQp"/p'= ('TJ -1) ;, 
を求めておく．これより，逆需要関数 (3)の下では常に，各企業の産出量の間に戦略的代替
性 (strategicsubstitutability)が成立することが証明できるり
以下は K& X (1995, 1996)の定式化と同一であるまず．生産費用関数は産出量qと汚
染排出削減の努力水準W の両方について線形である．つまり，次式を仮定する．
c (qi, wi) = cqi + gwゎ c,g> 0. (4) 
この特定化では， Cqw= 0となり，生産費用関数 Cは加法的に分離可能であると言えるり
また．線形性から'Cqq= Cww = Qが得られる．
次に，環境損害関数が総排出量 Sに対して線形であることを仮定する．本稿では，一般
性を失うことなく，最も単純な以下の関数形を用いる．
D(S)三 s. (5) 
これは限界環境損害が1となることを意味する．すなわち， D'=lである．
排出物生成関数は産出最について線形，汚染排出削減の努力水準については非線形である
ような関数形を用いる．つまり，
S (qi, Wi) =呻+/3w「,., v,/3,7>0. (6) 
これも加法的に分離可能な関数の性質Sqw= 0を持つ．また，関数S の産出量qに関する
線形性から, Sqq = 0となる． しかしながら, Sw = -/J'YW→ -1 < 0から排出削減支出
wについての凸性, S山w= f3'Y ('Y + 1)w→ -2 > 0が成立する．
これまでの諸関数の特定化から．企業 iの目的関数は次式で表わされることになる．
'Tri = (a -c -vt -bQ1111) qi -gwi -{3w戸t-F. (1') 
3)個別企業の限界利潤がその企業を除いたライバルの総産出批について減少的である場合，その
企業の数趾に関する反応関数は右下がりとなる．この状況を Bulowet al. (1985)は戦略的代替
(strategic substitutes)と呼んでいる．企業 iの限界利潤をライバル企業の総産出祉に関して偏微
分すると， p'+qip"となる．そこで，対称均衡において, qi= Q/nが成立し．限界利潤のこの偏
微分係数をマイナスとおけば, E <nという条件が導かれる（菅田 (2008)において詳しい浮出が
行なわれている）．つまり．戦略的代替性を示すには， E<nとなることが言えればよい．よって．
E<n⇔ (T1-l) /Tl< n⇔ T/(n-1)+1>0 となるただし，最後の不等式はn~l という事実による．
4)交差偏微分関数の符号が持つ意味については，菅田 (2008)を参照されたい．
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以下では，企業数nを所与とし，短期におけるクールノ＝ナッシュ均衡を導出する．
対称的な均衡では， qi三 qおよびW戸三 W がすべての iについて成立するので，短期均衡
の条件式は以下のように表現される．
如 1玩卜•=•=a-c -vt-(1十而)bQ'fq = 0, (7a) 
81ri 忘 I如 =w=-g十約w→-•t = 0. (7b) 
まず， (7a)は，各謀占企業の主観的 (perceived)な限界収入と限界生産費用が最適解にお
いて等しいことを表す．この条件から， a-c-vt = {1 + 1/ (nr,)) bQ1/TJという関係が成立
する． したがって，内点解Q>Oが得られるためには，次の仮定を設定しなければならない．
仮定 1任意のt>Oに対し， a-c-vt>Oとする特に， t=lに対しては， a-c-v>Oとする．
他方， (7b)により g= {3-yw→ -Itが得られる．この右辺が企業にとって排出物削減の限界
便益，つまり，税支払いの節約分を表し，最適解では左辺で表される限界費用（追加的な排
出物削減努力が生産費用を 9だけ増加させること）と等しくなっている．ここで，生産費用
関数 Cおよび汚染排出物生成関数 S と同様，利潤関数に対して加法的分離可能性匹w=O
が成立するので，これらの2つの条件式は互いに独立していることが分かるり したがって，
排出物削減のための努力水準 wに関しては，雰占企業間の戦略的相互依存関係が存在しな
いことになる．
以上から，上述した分離可能性を利用して，各条件をそれぞれQとwについて解くと，
短期におけるクールノ＝ナッシュ均衡解が次のように，諸パラメータの関数として明示的な
形で求められる．
が=(1: に）~(a-~ー vtr, N nTl-1が a-c -vt T/ 
q = (1 + n11)~(b)' 
WN = kt6, k = (吋， 1 6三― E(0, 1). 1 +'Y 
さらに．短期均衡における価格と利潤マージンは以下のとおりに表される．
N a+n11(c+vt) 
p = 
1 + n11' 
N a-c-vt 
p -c-vt = > 0.
1 + nTJ 
(8a) 
(8b) 
(9) 
5)加法的に分離可能でない場合の一般的なモデルを如何に取り扱うかが．菅田(2008)において展開される．
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この最後の不等式から，不完全競争市場において，市場均衡価格PNは限界生産費用c+vt
を上回ることが確認される． したがって，均衡利潤は次式で表現できる．
a-c-vt N 
7rN (n, t) = (炉-c -vt) qN -G (t) -F = q -G (t)-F. (10) 
1 + nr, 
ただし， G(t)は環境税 tに依存する固定費用の役割を果たし，以下のように定義されるり
G (t) = gwN + /3(w州―'Yt = (1-8)―1 gkt6, G'> 0, G(O) = 0. (11) 
これは後ほど定義される，環境税 tに依存する社会的固定費用H(t)と対比させると，私的
固定費用を意味する．
寡占企業が市場に参入する場合，セットアップにかかる固定費用F以外にも，産出抵に
依存しない，一定額の環境税の支払い Gが要求される．短期均衡における利潤が非負とな
るために，これらの固定費用はさほど大きくないものと仮定する．あるいは，均衡利澗が正
となるように，市場規模を表すパラメータ aは十分に大きいと仮定しておく．
短期均衡解 (8)および (9)から，短期均衡における比較静学の結果は以下のようにまと
められる．
8qN TJV N 8wN 6 N 8pN 呵 V
ー＝一 q'=-w ー＝8t a -C -Vt at t'at 1 + nrJ' 
(12a) 
8砂 (n-l) TJ + l N 8QN TJ N 8pN TJ (a -c -tv) 
ー＝一8n q'= q' 一＝一n (l + nTJ) 8n l + n'TJ 8n (l + nTJ)2 
(12b) 
仮定 lから，これらの結果はすべてノーマルなものであることが分かる．つまり，個別産出
醤は税率 tあるいは企業数nについて減少的であり，排出物削減の努力水準は税率につい
て増大的である．総産出批は税率に対して減少的ではあるが，企業数については増大的であ
る．よって，税率の増加は市場価格を上昇させ，企業数の増加はそれを低下させることになる．
これらの比較静学の解の中でも，特に， 8qN/8n < 0, すなわち， business-stealingeffect (顧
客奪取効果） 7)が，本稿で特定化した，線形関数よりもやや一般的な需要関数の下で常に得
られることを指摘しておく．
長期の自由参入均衡における企業数はnN(t)で記される．これはゼロ利澗条件がv(n,t)=O 
を暗黙的に解いたものである．これに対し，本節の需要関数の下では closed-formで与えら
6) (7b)から. 9 =約(wN)-"Y-1が尊かれ．これは{3(wN)-"Yt=-y―lgwNと同値変形される．そこで
y = (1 -6) /6から， G= (1 +-y―1) gwN = (1-6)-1 gwNが成立する．
7)これについては.Mankiw and Whinston (1986)およぴ菅田 (2008)に詳細な解説が与えられている，
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れる解を導くことはできないり しかしながら， (12)の比較静学の結果を用いると，次の
補題が成立する（補論A.lで証明される）．
補題1長期における自由参入の下でのクールノ＝ナッシュ均衡において，ゼロ利潤条件から
内生的に決定される均衡企業数n汽t)は，税率 tについて減少関数となる．
この結果は図 lの中で例解される．そこでは企業数nが縦軸で測られ，税率 tは横軸に
とられている．そして，曲線nN(t)は利潤がVをゼロにする nとtの軌跡を表し，補題 lか
ら．これは右下がりの性質を持つことが分かる．税率 tを上げると，ゼロ利澗の状態から
さらに利潤が低下し．いくつかの企業は市場から退出するのである．その他の変数につての
長期均衡解は n= nN (t)を(8)と(9)に代入することで得られる．
3. 図解による最適環境政策の議論
前節では短期と長期の両方における媒占企業間のクールノ＝ナッシュ均衡解が祁出された
ので，こんどは政府による最適環境政策の決定について考察する． まず，企業数nが外生
的に与えられて固定されている短期均衡における最適排出税率びを導出する．
社会的厚生関数 (2)に逆術要関数 (3), 生産費用関数 (4). そして．環境損害関数 (5)を
代入すれば短期均衡解で評価された社会的厚生関数は以下のように定義される．
VN三 (pN-c-v)が＋」→（が）i+i;., -n (H (t) + F). (13) 
1 +"' 
ただし， H(t) = gwN + {3(w州―7は環境税 tに依存する社会的な固定費用とする. t = 0 
のとき (8b)から WN=0となることが分かり．よって. H(O)三 lim←o+H(t) = +ooと
なる．これは社会的観点から，環境税が不可欠であることを意味する．排出物生成関数 (6)
において， w=Oに設定すると，汚染排出批 S は無限大に発散する．これは社会的厚生を最
悪の状態に陥らせてしまう． さらに， H(t)は次の性質を持つことが判明するり
8)線形の需要関数での closed-formの解は,,,= 1に設定することで前il~- に得られる．長期均衡利潤
1rN= (a-c-vt)2 / (b(l + n)2)-G-F =0をtについて解くことで.nN= (a -c -vt) / vfi{百丁丙ー 1
が得られるこれは最初に, K & X (1995. 1996)によって分析されたケースであるまた．価格弾力
性が1で一定の需要関数に対しては, a=O, b=-1そして'Tl=-e = -1と設定すればよい．これによ
り． 砂'=1/n2 -G -F = 0を解くことで. nN = 1/汲丁ロラが得られる. G'> oが成立するので．両
方のケースにおいて. nN (t)はtの減少l関数となることが確認できる．
9) (7b)により. g= 約 (wN)→—1 tあるいは gwN=t祖 (wN)―7が成立する．これをH(t)の定義式に代
入すればよい．
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H (t) = (t7 + 1) {3 (wN戸， H'=(t-1)的 (wN)―'Yー 1号言O⇔ t言1. (14) 
そこで．これと (11)の差をとると， G(t) -H (t) = {3 (w州―'Y(t -1)が成立する． したがっ
て， G(t)言H(t)⇔ t言1という関係も導かれる．
短期では所与の企業数 nの下で，政府は税率 tを操作変数とし，社会的厚生関数
yN (n, t)を最大化する．ゆえに，厚生最大化のための 1階条件は次式で表される．
avN 
8t 
= (PN 
8QN ― -c-v)―-nH'(t) = 0. 8t 
ここで (9)を変形すると．以下の関係が得られる．
PN -c-v= a -
c -v +n'flV (t -1) . 
1 +n'fl 
(15) 
(16) 
したがって，この (16)を(15)に代入し， 8QN/8t = n8砂/8tおよび (14)を用いると，厚
生最大化のための 1階条件は以下のように変形される．
8砂 a-c -v + nrJV (t -1) 8qN N→ -18wN 
宕 =n{ l+mJ 可― (t-1)約 (w) "at}= 0. (15') 
これを t-1について解くと．最適税率伊が満たすべき，次の関係式が導かれる 10).
tN -1 = - 界筈ュ独~-
1十n,at 的 (wN)―'Yー 1坦竺at 
< 0. (17) 
最後の不等号が成立するのは， a. b, およびnがすべて正となる場合である．こんどは．
b とnが同時に負となる場合，この不等号が成立するかどうか検討する．それには，価格
弾力性が一定の需要関数を考察すればよい．これは a=0, b =ー 1, および T/= -€ < 0 
の場合に対応する．このときの内点解のための条件は cn-1> 0である叫 したがって，
以下の関係式が成立する．
tN -1 = - (c + v)筈en筈— (en-1) /3, (wN)―'Yー 1唱竺 < 0. (17') 
ここで限界環境損害が D'=1となることに注意すると，次の補題が得られる（証明は補
論A.2で与えられる）．
補題2企業数が固定された短期におけるクールノ＝ナッシュ均衡では，最適環境税率びは
10)補論A.2において，任意のt< 1に対し，厚生最大化のための2階の条件 a2v町8t2< 0が成立するこ
とが確認される．
11)この条件は (8a)の中の qN= (1/n)((en -1) / (en (c + vt))t > 0から直ちに得られる．
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限界環境損害を下回る．そして，その税率は企業数nの増加関数である． さらに， 伊は独
占市場 (n= 1)において最小値をとり，完全競争市場 (n→oo)のときに最大値lをとる． （た
だし，固定費用と内点解の関係を無視している．）
?
?
? ? ???ー ．
t ＇ 
図1: 長期における最適税率の決定： Katsoulacos and Xepapadeas (1995)の修正
この結果は．線形需要関数の仮定の下.K & X (1995, 1996)によって最初に確立された12).
本稿では．彼らの結果をより一般的な需要関数．つまり. (3)の下で拡張した．ここでの結
果もまた．図 lにおいて例解される．羞yN(n,t) = 0を満たすnとtの軌跡は. t < 1の範
囲で右上がりの曲線ぴ {n) として描かれている．上の補題では• n→00の操作で完全競争
市場の状態を生成したが．固定費用Fを考慮すると．企業数nを増大させた場合．ある有
限の値元で利潤はゼロとなるこの状況は図 lにおける点Bで表される．企業数を元まで
増加させると．曲線び(n)はゼロ利潤を表す曲線 nN(t)と交差する．これ以上に企業数を
増大させると．利潤はマイナスとなり．市場に供給する企業はすべて退出してしまう． した
がって．固定費用と内点解との関係を考慮すれば．税率tNの最大値はt< 1で与えられる．
長期におけるクールノ＝ナッシュ均衡で評価された社会的厚生関数は ~N=VN (nN (t), t) 
で定義される．よって．長期均衡における厚生最大化のための 1階条件は以下のようになる．
8YeN 8VN 8VN 8nN 
＝＋ー
at at an at = 0. (18) 
12)完全競争市場についての現境政策全般の理論的解説は Baumoland Oates (1988)が詳しい．また．独
占市場についての結果は独占企業による汚染排出削減活動を導入し.Barnett (1980)がフォーマルな分
析を与えている．
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ここで， av町8tの式が (15')で与えられるので，残りの 8VN/8nの式を導出する．す
なわち， (13)で表される社会的厚生関数を nに関して偏微分する． さらに， (12b)から
8Q町8n= (r,/ {1 + nr,) qNを代入し， 8w町8n=Oとp'Q= {-1/r,) bQ1111に注意すれば，
次式が得られる．
avN 
—----- = 珈 1+n11 
1/ (PN -c -v) qN -H (t) -F. (19) 
そこで補論A.3において，以下の結果が導かれる．
補題3次善の意味で社会的に最適な企業数がが税率 tの関数として．つまりが=n* (t) 
が存在する．そして，それは O~t~l の範囲で t の増加関数である．
Mankiw and Whinston (1986)等の産業組織論ないし反トラスト政策の文献では，政府に
よる政策介入がまったくない場合，この次善の意味で最適な企業数は自由参入によるナッ
シュ均衡で実現する企業数nNを下回る可能性が大きい．つまり， n* (t) < nN (t)が戦略的
代替性の下で成立することが示されている．これは過剰参入定理 (excess-entrytheorem) 
としてよく知られた結果である．本稿での逆需要関数 (3)の下では，媒占企業の産出羅の
間には戦略的代替性が成り立つことが示されているので， もちろん，過剰参入定理は成立す
るが，任意の税率 tに対して常にという訳ではない．この点は以下の補題で明らかにされる．
補題4逆需要関数 (3)が広義凸とする．つまり， 1/2: 1を仮定する．長期におけるナッシュ
均衡企業数nNを次善の社会的最適企業数がと等しくする税率 iが存在する．そして，こ
の税率は限界環境損害を上回る．すなわち， i> 1が成立する．
この証明には補論A.4を参照されたい．補題4と過剰参入定理の関係については図 lを
用いて例解される. nN (t)がが刈n,t) = 0を満たす nとtの軌跡を表していたが， n*(t) 
は茄yN(n, t) = 0に対応する軌跡である．これらの厳密な形状については補題4の証明
の中で記述されている． さらに，図 lでは羞yN(n, t) = 0に対応する軌跡が， tN (n)と
して描かれている．図 lにおいて， nN(t)が垂直方向に n*(t)を上回る税率を吟味すれば，
O<t<iの範囲で過剰参入定理が成立することが分かる．
最後に，本稿の分析における結論として，次の命題を提示する．
命題 1需要関数．費用関数．損害関数，および排出物生成関数を (3)から (6)で特定化する．
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ただし，逆需要関数は広義凸，つまり， T/ 2: 1とする．内生的市場構造を有するクールノ媒
占市場の長期均衡において，最適な排出税率がは限界環境損害を上回る可能性がある．
証明：長期均衡における最適税率がは厚生最大化の 1階条件 (15)'すなわち，それを変形
した以下の関係を満足する．
8Vf 8nN 8VN 8VN ―=0 ⇔ -=--/-<0, at at at an (18') 
ただし，最後の不等号は補題 lで保証される． したがって. tダにおいては， avN;atと
av町8nは同じ符号を共有しなければならない．そこで， K& X (1995, 1996)と同様に，
図lを使って，符号が同じになる税率 tの範囲を特定する．
短期における厚生最大化の2階の条件が成り立つことは証明されているので，軌跡nN(t) 
の右では av町at>oとなり，その右では av町8t< 0が成立する． さらに，軌跡n*(t) 
の下では av町8n> 0となり，その上では 8VN/8n < 0が成立する．税率 t:; iに対して，
自由参入均衡における企業数nNは軌跡 nN(t)のAB部分にある．そして，これらの税率と
企業数に対して， av町8t> 0および av町枷 <0が成立する． したがって，厚生最大化
の1階条件(18)ないし(18')を満たすには，最適税率がは iよりも大きくなければならない．
こんどは税率 t~i を考える．そのとき nN は軌跡 nN(t)のDl部分にくる．そして，こ
れらの値に対して， av町8t< 0および av町8n> 0が成立する． したがって，これらが
1階条件(18)を満たすには. t~ は.iよりも小さくなければならない．以上の考察から， (18)
を満足する最適税率がは i<tダ<iの関係にあることが判明する． （証明終了）
この命題の直感的な説明は.K & X (1995, 1996)および菅田 (2008)で与えられている
とおり，以下の 3つの効果の相互作用によって行なわれる．排出税の賦課は環境汚染の軽減
というプラスの効果，謀占による過少生産の状態がより制限的になるマイナスの効果，そし
て過剰に参入した企業を退出させることで企業数が社会的に最適な値に近づくプラスの効果
をもたらすこの最後の効果が支配的ならば．最適税率は限界損害を上回り，このように内
部化が過剰に行なわれること (over-internalization)が社会的に最適となるのである．
4. おわりに
本稿では，菅田 (2008)において展開された，内生的市場構造を持つクールノ寡占市場に
対する一般的な環境政策分析において，関数形を特定化することにより，所与の排出税率の
下での均衡企業数と（次善の意味で）社会的に最適な企業数について，さらに深く議論を推
し進めることが可能となった．汚染に対する排出税率が十分に小さいときは前者の企業数の
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ほうが大きく，いわゆる過剰参入定理が成立することが示されるが，税率が十分に大きけれ
ば，参入が過少になる．この結果は逆需要関数が広義凸の場合で証明され， Katsoulacosand 
Xepapadeas (1995, 1996)の結果は非線形の逆需要関数を想定しても妥当であると言える．
次に，政府が短期と長期における最適排出税率の性質をまとめておく．企業数が固定され
た短期均衡において，最適税率は限界環境損害を常に下回る．これは媒占による過小生産に
起因する．つまり，政府は限界環境損害から暗黙の補助金を差し引いた額の排出税を賦課す
る． さらに，企業数が独占の場合から完全競争の状態に向かって増加すると，最適税率も増
加することが証明された．これは Katsoulacosand Xepapadeas (1996)の結果を非線形の逆
需要関数の場合に拡張している．そして，企業数ないし市場構造がゼロ利潤条件によって決
定される長期均衡では，最適排出税率が限界環境損害を上回る (over-internalization)可能
性があることも，彼らの線形の分析を拡張する形で示した しかし，これを証明する際に逆
需要関数を広義凸と仮定しているので，狭義凹の逆需要関数の下で over-internalizationの
結果が如何なる条件で成立し得るのかを今後の研究課題としたい．
補論
A. 1補題1の証明
陰関数定理をが"'(n,t) = 0に適用すると，軌跡nN(t)の傾きは次式のように表される．
dnN 81rN 8がV
—=-—I— < o.dt at an 
ただし，最後の不等号は，仮定1, n~1, およびrJ> 0を用いて確定される，以下の 2つ
の偏導関数の符号から直ちに得られる．
8砂 (l+r,)vN 
ー＝一祝 q -G'< 0, 1 +nr, 
枷 N a-c-vt 
ー＝一8n 2 (1 + (2n -1) TJ) qN < 0.n (1+ nrJ) 
(A.I) 
A.2補題2の証明
この補題の前半部分は (17)および (17')によって既に証明されている．後半部分を証明
するには，陰関数定理を羞VN(t,n) = 0に適用すればよい．その前に，これを以下のよう
に変形する. (12a)の中の 8q町祝＝ー (r,v/(a -c -vt))砂と 8wN/8t = (o/t) WNを1階
条件 (15')に代入すると，
8VN a -C - V + nr,v (t -1) n加 N (t -1) 
ーー ＝ 一・at q -n約o(w州―'Y-=0a -c -vt 1 + nr, t 
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となる．これに陰関数定理を適用すれば，任意の税率 t<lに対して，次の関係が導かれる．
dtN a2vN a2vN 
盃-=―百盃1言＞〇．
最後の不等号を示すには，仮定 1, n~1, /3 > 0, さらに 0<8<1を使って，以下の 2
つの偏導関数の符号を検討すればよい．
{)2 V N n -1) (a -c -V) + V (nrJ + 1) (1 -t (1 -t) ―= （ 
細 n (1 + n11)2 (a -c -vt) t 
）和qN+峠(wN戸>0, 
{)2VN ((n -1) 1J + 1) (a -C -v) + n和 (1-t) 2 N ―=-{)t2 nrJV q (1 + nrJ) (a -c -vt) 2 
(w州―'"Y
-n/3 (1 -8) (1 + (1 -8) (1 -t) < 0. t2 
A. 3補題3の証明
社会的に最適な企業数n*= n* (t)は方程式茄VN(n,t) = 0により陰関数の形で定義され
る．この最適な企業数が一意に存在することを示すには，忍，VN(n, t) < 0が成立すること
を証明すればよい．そこで， (18)をnについて偏微分すると，次式が得られる．
82 V N TJ ((2n -1) TJ + 1) N 12 (a -C -vt) N ―=-8n2 (PN -c -v) q - q < 0. (A.2) n(l +nが (1+ nTJ)3 
ただし，この符号の確定には，仮定 1, (12b)の中の 8pN/8n = -TJ (a-c-tv) / (1+nTJ)2 
および 8qN/ an = -{ ((n -1) TJ + 1) / (n (nrJ + 1))}評を用いた．
軌跡 n*(t)の傾きを求めるには，盈VN(n, t) = 0に陰関数定理を適用すればよい．つまり，
その傾きは次式で与えられる．
dn* 82VN舒VN
亙-=―盃玩1戸・
そこで，この式の右辺の分母は (A.2)から負となるので，軌跡 n*(t)の傾きの符号を確定
するには，上式の右辺の分子， a2vNI (8n8t), を導出する必要がある．そのために， (19)
をtで偏微分すると，以下のようになる．
82VN (n -1) (a -C -v) + nv (TJ + 1) (1 -t) ―= 
珈 at (1 + nが(a-c-vt) 和qN-H'(t). 
ただし， 8砂/8t= nTJV/ (1 + nTJ), 8砂Iat = -{ (TJV) I (a-C -vt)} q凡および (16)が代入さ
れたここで n?:1,仮定lの中のa-c-v>O, さらには a-c-vt> 0という 3つのに注意
しておく．またすべての t~l に対して， H'(t)~0 となる． したがって， a2v町(8n8t)> 0 
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がすべての t~l に対して成立する．こんどは，すべての t > lに対し, H'(t) > 0となる
ので，仮に tが (n-1) (a -c -v) +nv (r, + 1) (1-t)< 0を成立させる程度十分に大きい，
すなわち， t> l + (n-l)(a-c→)を満たすほど tが十分に大きければ， a2vNI (8n祝） <0 
nv(77+l) 
が成立する．よって．すべての t~0 に対し， a2v町 (8nり <0 となるが，すべての
tE[O,l]に対しては a2v町(8n8t)> 0となる以上の考察から，すべての tE[0,1]に対し，
dn* /dt > 0が示される．
A.4補題4の証明
K & X (1995, 1996)に従い，この補題の証明をいくつかのステップに分割する． また，
以下の式は証明の過程で有用であることが後ほど分かるであろう．
8V N N -(1] (n -1) + 1) (a -C -V) + V (n1] (n + 1) + 1) (t -1) 
―---'Tr = 8n {1 + n11)2 qN+G(t)-H(t). (A.3) 
ただし，この式の郡出には (8a), (10), (16), そして (19)を用いた．
ステップ1: t = 0のとき， 7rN(n, t) = 0を満たす nの値は舜VN(n,t) = 0を満たす nの
値よりも大きい．言い換えると， t=Oに対して nN(t) > n* (t)が成立する．
この証明には (10)で与えられるがVと (19)で与えられる努笠を比較する必要がある．
これには (A.3)の式を検討すればよい. t = 0では，その右辺第 1項の分子は負となり．そ
してH(0) > G (0) = 0から， G (t)-H (t)も負となる． したがって，任意に与えられた n
に対し， 'lf'Nは咄:よりも大きいことが分かる．ここで， 'lf'Nと努笠はともに nに関して減
少的であることが (A.l)および (A.2)から言えることを指摘しておく．ゆえに， t=Oに
対して.0=が汀詑(t)'t)>盈VN(砂(t)'t)となり，これから nN(t) > n* (t)が成立する．
K & X (1995, 1996)では誤って. n* (0) > 0と記されているが，正しくは. n* (0) = 0である
ことを付け加えておく．これは,H(O) = +ooという事実を考慮すると，盈VN(n,0)→ー00く0
が成立することから確認される．つまり, t = 0に対しては, n* = 0という端点解でなけれ
ばならない．税率がゼロであれば．企業は汚染排出削減活動を全く行なわず. (6)の関数形
から，排出量が無限大に発散してしまうからである．よって．彼らのオリジナルの図 lは本
稿の図 lのとおり．軌跡 n*(t)の縦軸切片が原点となるように修正されなければならない．
ステップ2: nN (t)は tについて連続的な減少関数である（図 1を参照されたい）．
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これは補題2において既に証明されている．
ステップ3:n* (t)はtE [O, 1]について連続的な増加関数である（図 lを参照されたい）．
これは補題3において既に証明されている．
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ステップ4: t = 1 において• 7rN = Qを満たすnの値は努笠 =0を満たす nの値よりも大
きい．すなわち，軌跡が刈t)は軌跡が (t)よりも t= 1のところでは上に位懺する．
これは以下のように証明される. (14)の下の記述から. t = 1に対しては G(t) = H (t) 
が成立する．ゆえに. (A. 3) で与えられる式を再度用いると，任意の n~l と t=l に対
し誓— 7rN = _ (11(n-~ は靡―c-v)砂<0 が成立する．つまり．任意の n~l に対し．
枇V州n,1) < 1rN (n, 1)が成立する． したがって， 茄VN (n N (1) , 1)< 7rN (n N (1) , 1)= 0 
が祁かれるのである．ここで．補論A.3で示したとおり， 枇yN(n, 1)がnについて減少的
であることから. nN (l) > n* (1)が成立することになる．
ステップ5: すべての tE [O, 1]に対して，軌跡 nN(t)は軌跡 n*(t)よりも上に位骰する．
これまでの議論から自明である．
ステップ6: n* (t)はある t> Iにおいて最大値をとりその値よりも大きな tに対しては
連続的に減少していく．
これは上述したステップ3あるいは補論A.3から直ちに尊かれる．ある t> 1において，
麟はゼロ．したがって，喘：もゼロとなる．それよりも大きな t>lに対しては餅盗<0
となる．それゆえに，喘：く 0が成立する．
ステップ7: lを軌跡 nN(t)と横軸の交点の交点の t座標とする． また， t' を軌跡 n• (t) 
と横軸の交点の t座標とする．そのとき， T/~1 の条件の下で t'>tとなる．
証明は以下のとおりである. 1] < lの場合， n=Oに設定すると， qNが発散するという
問題が生じる．そこで， 1]~l の条件の下で (A.3) で与えられる努笠ー 7rN の符号につい
て再び検討しよう. (14)の下にある記述から， t > lに対して， G (t) = H (t)が成立する．
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また， (A.3)の右辺において, n=Oに設定すると， 努笠ー ?TN= G (t) -H (t) > 0が成
立する． したがって， 品yN(0, t) > ?TN (0, t)が尊かれる．
ステップ6において．靡協 <0が十分に大きな t>lに対して成立することが示された．
また， (A.l)から， 与：く 0を導いた． したがって，砂と咄:はともに tについて減少
関数であるといえる． よって， t'および t が与えられ，そして T/~1 を仮定すると， t'> [ 
となる．言い換えれば需要関数が（線形を含む）凸関数であれば，軌跡 n*(t)の横軸との
交点は，軌跡 nN(t)の横軸との交点よりも右にあることが示された．
ステップa:図lを用いると， 2つの軌跡 nN(t)およびが(t)はある t=t>lの値にお
いて，一度だけ交差することが分かる．つまり，自由参入による長期均衡での企業数
n町t)と社会的に最適な企業数が(t)を等しくする税率 iが一意に存在する．そして，
この税率は限界環境損害（これは 1に等しい）よりも大きい．
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